
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 月 1 日から全国私学助成をすすめる会参加校を中心にとりくまれた、「2020

年度(2021年3月)末私立高校生・中学生の経済的理由による退学と学費滞納調査」

ですが、5月21日にまで期限を延長させた結果３３都道府県の３２０校（高校）、

268,377人の高校生を対象とした調査結果が集まりました。 

  

 

 

 

 経済的理由による中退生徒数は８都県１１校に１２人で、調査対象高校生

の0.004%でした。そのうち「コロナ禍」が原因と把握されている生徒は2

県2人でした。 

 また3か月以上の学費滞納生徒数は96校に456人で調査対象高校生の

0.17%でした。 

 どちらの数値も、1998年調査開始以来の最低の数値をしめしました。 

 また、少なくとも全国の私立高校の4分の1にあたる学校では、就学支援

金制度の拡充が学費負担へのコロナ禍による影響を最小限に抑えていると評

価できる結果となったといえます。 

 しかし、事例集には「長期アルバイト申請が増加した」という記述が増加

しています。また、事例集の27.7％の記述で「コロナ禍の影響」に触れられ

ており、コロナ禍による経済停滞の学費負担への影響が今年度に噴出するの

ではないか？ということが予想される結果となりました。 

 

 記者発表には、読売、毎日、産経をはじめ12社が参加しました。                                                 

全国私私学助成をすすめる会 
(事務局：全国私立学校教職員組合) 
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2021年6月9日 しんぶん赤旗 


